




















跡見学園女子大学マネジメント学部紀要　第 18 号　（2014 年 7 月 25 日）
埼玉県月次 GDPの推計





自治体もある。たとえば、2011 年度の埼玉県の県民経済計算が発表されたのは、2014 年 2 月で














という形で公表されている。RDEI は、全国ベースの GDP速報値の作成法を参考にして、47 都



















































































がある（図 1）。たとえば、2009 年度の埼玉県 GDPを生産側からみると 2008 年度に引き続きマ













年 4 月から 2013 年 11 月である。データの一覧は表 1の通り。
表 1　埼玉県景気動向指数採用指数一覧
記号 系　　　列　　　名 単　位
L1 県生産財在庫率指数（逆サイクル） （2010 年＝ 100）
L2 県新規求人数（除学卒） （人）




L7 日経商品指数（42 種） （1970 年＝ 100）
C1 県生産指数（製造工業） （2010 年＝ 100）
C2 県大口電力使用量 （千 kwh）





Lg1 県在庫指数（製造工業） （2010 年＝ 100）













期間は 1989 年 4 月から 2013 年 11 月まで。
　固有値は、各成分が全変数の情報量のうちどの程度占めているかを表している。第 1主成分が








主成分 固有値 比　率 累積寄与度
第 1主成分 6.462 0.323 0.323
第 2 主成分 5.156 0.258 0.581
第 3 主成分 1.838 0.092 0.673
第 4 主成分 1.153 0.058 0.730
第 6 主成分 0.878 0.044 0.774
第 6 主成分 0.822 0.041 0.816
第 7 主成分 0.746 0.037 0.853
第 8 主成分 0.671 0.034 0.886
第 9 主成分 0.428 0.021 0.908
第 10 主成分 0.417 0.021 0.929
第 11 主成分 0.314 0.016 0.944
第 12 主成分 0.256 0.013 0.957
第 13 主成分 0.230 0.012 0.969
第 14 主成分 0.162 0.008 0.977
第 15 主成分 0.144 0.007 0.984
第 16 主成分 0.127 0.006 0.990
第 17 主成分 0.086 0.004 0.995
第 18 主成分 0.053 0.003 0.997
第 19 主成分 0.032 0.002 0.999
第 20 主成分 0.024 0.001 1.000













































































































































































































































































































































































































































































































































































2000 年度から 2011 年度（生産側）
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20
1 変数 ○
2変数 ○ ○
3変数 ○ ○ ○
4変数 ○ ○ ○ ○
5変数 ○ ○ ○ ○ ○




選ぶ場合、第 2主成分、第 3主成分、第 4主成分、第 6主成分が選ばれた。これらを説明変数と


















Sample (adjusted): 2001 2011
Included observations: 11 after adjustments
Variable Coefficient Std. Error t-Statistic Prob.
定数項 21034764 74988 280.51 0.00000
第２主成分 256179 23181 11.05 0.00000
第３主成分 754650 75546 9.99 0.00010
第４主成分 601367 59711 10.07 0.00010
第６主成分 -657816 120661 -5.45 0.00160
R-squared 0.982 Mean dependent var 20680651
Adjusted R-squared 0.970 S.D. dependent var 971367.6
S.E. of regression 168505.2 Akaike info criterion 27.21028
Sum squared resid 1.70E+11 Schwarz criterion 27.391
Log likelihood -144.6565 Hannan-Quinn criter. 27.096





　上記方程式を使って 2012 年度の埼玉県 GDPを予測すると、前年比 3.5％増の 22 兆 6300 億円
となった。2010 年度の埼玉県GDPの発表は 2014 年 2月 14日である。その時点で、月次系列は、
2013 年 11 月まで発表されている。その時点で 2012 年度の埼玉県GDPは推計できる。埼玉県景




実績値 推計値 誤　差 誤差率 実績値 推計値 1 誤差 1 推計値 2 誤差 2
兆円 兆円 兆円 ％ ％ ％ ％ ％ポイント ％ポイント
2001 19.14 19.23 0.08 0.4
2002 19.23 19.15 -0.08 -0.4 0.5 -0.4 -0.9 0.1 -0.4
2003 19.66 19.76 0.10 0.5 2.2 3.2 1.0 2.8 0.5
2004 20.39 20.21 -0.17 -0.8 3.7 2.3 -1.4 2.8 -0.9
2005 20.90 21.02 0.13 0.6 2.5 4.0 1.5 3.1 0.6
2006 21.49 21.67 0.18 0.9 2.8 3.1 0.3 3.7 0.9
2007 21.74 21.51 -0.23 -1.1 1.2 -0.7 -1.9 0.1 -1.1
2008 21.15 21.22 0.07 0.4 -2.7 -1.3 1.4 -2.4 0.3
2009 20.61 20.61 0.01 0.0 -2.5 -2.9 -0.3 -2.5 0.0
2010 21.33 21.25 -0.08 -0.4 3.5 3.1 -0.4 3.1 -0.4
2011 21.85 21.84 -0.01 0.0 2.5 2.8 0.3 2.4 0.0













































































































































　埼玉県景気動向指数の一致系列と比べると山谷の位置は 2009 年 4 月の谷が一致しているほか
は、多少山谷の位置が後ろにずれている（図 5）。また、小さな波が多くみられる。景気基準日付
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谷 山 谷 谷 山 谷
第 11 循環 不明 90/06 94/04 86/11 91/02 93/10
第 12 循環 94/04 97/01 99/04 93/10 97/05 99/01
第 13 循環 99/04 00/12 02/03 99/01 00/11 02/01
第 14 循環 02/03 07/09 09/05 02/01 08/02 09/03
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付図 1　先行、一致、遅行指標別固有ベクトル












































































































































































































































































































































































































































































































































付図 2　第 7主成分から第 20 主成分までの主要グラフ
